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６．福祉用具の研究開発・普及促進
と利用支援

（１）福祉用具の普及

福祉用具の公的給付としては、補装具費の
支給と日常生活用具の給付（貸与）がある。
平成１８年１０月の「障害者自立支援法」の施行
に伴い、それぞれの定義の明確化や給付対象
品目の見直しを行った。補装具については、
従前の現物給付から同法に基づく補装具費と
して、購入又は修理に要する費用の支給制度
に改めたところである。
補装具費の支給は、身体に障害のある人の
日常生活や社会生活の向上を図るために、身
体機能を補完又は代替するものとして、義
肢、装具、車椅子、盲人安全つえ、補聴器等
の補装具の購入又は修理に要した費用の一部
について公費を支給するものである。
日常生活用具の給付（貸与）は、日常生活
を営むのに著しく支障のある障害のある人に
対して、日常生活の便宜を図るため、特殊寝
台、特殊マット、入浴補助用具等を給付又は
貸与するものである。平成１８年１０月の「障害
者自立支援法」の施行に伴い、日常生活用具
給付等事業は地域生活支援事業の一事業とし
て位置付けられ、実施主体である市町村が地
域の障害のある人のニーズを勘案の上、柔軟
な運用が可能となった。
身体に障害のある人の使用に供するための
特殊な性状、構造又は機能を有する一定の物
品については、消費税は非課税とされてい
る。

（２）情報・相談体制の充実

福祉用具の情報については、公益財団法人
テクノエイド協会において、福祉用具の製
造・販売企業の情報や福祉用具の個別情報に
かかるデータベース（福祉用具情報システ

ム：TAIS）を構築しており、インターネッ
トを通じてこれらの情報を提供している。
公益財団法人テクノエイド協会
http://www.techno-aids.or.jp

（３）研究開発の推進

少子高齢化が進展する中、福祉用具に対す
るニーズは高まっており、利用者への十分な
選択肢の提供や費用対効果等がより重要な課
題となっている。このため、研究開発の推
進、標準化や評価基盤の整備等、産業の基盤
整備を進め、福祉用具産業の健全な発展を支
援することを通じて、良質で安価な福祉用具
の供給による利用者の利便性の向上を図って
いる。身体に障害のある人が使用する福祉機
器の開発普及等については、真に役立つ福祉
機器の開発・普及に繋がるよう、公益財団法
人テクノエイド協会に委託して、「障害者自
立支援機器の情報収集・発信システム」を運
用し、福祉機器のニーズと技術のシーズの適
切な情報連携に努めている。
また、平成２２年度より「障害者自立支援機
器等開発促進事業」の下、障害当事者側の要
望を反映したテーマ募集を行い、各種専門職
による評価体制と障害当事者の試験評価を組
み込み、試作機器等を実用的にする開発費用
の助成を行っている。
研究開発については、従来より国立障害者
リハビリテーションセンター研究所におい
て、「障害者の自立と社会参加ならびに生活
の質の向上」を目的としたリハビリテーショ
ン支援システム、支援技術、福祉機器に関す
る研究開発及び評価法の研究開発を行ってい
る。
平成２２年度から、福祉機器の利活用のあり
方に関する研究（障害者対策総合研究事業）
を行い、機器開発から普及に至るまでの新た
な仕組みの検討を行うとともに、新たな研究
領域として、軽度認知症者の自立を支援する
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福祉機器の研究開発（認知症対策総合研究事
業）を行っている。
平成５年度より「福祉用具の研究開発及び
普及の促進に関する法律」に基づいて、「福
祉用具実用化開発推進事業」を推進している。
本事業では、高齢者や障害のある人、介護者
の生活の質の向上を目的として優れた技術や
創意工夫のある福祉用具の実用化開発を行う
民間企業等に対し、独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）を通
じて研究開発費用の助成を行い、制度発足以
来、２３年度までに１９５件のテーマを採択して
いる。
また、独立行政法人福祉医療機構では、平
成２２年度より「社会福祉振興助成事業」の先
進的・独創的活動支援事業として、日常生
活、社会参加等を支援する福祉用具の実用化
研究開発に対し助成を行っている。
障害のある人を含め誰にとっても、より安
心・安全で、また識別・操作等もしやすく、
快適な生活用品、生活基盤、システム等の開

発を支援する観点から、個々の人間のレベル
での様々な行動を計測し、理解・蓄積するこ
とにより、人間と製品・環境の適合性を客観
的に解析し、個々の人間の行動特性に製品・
環境を適合させる基盤技術の研究開発を実施
している。
また、「新健康フロンティア戦略」におい
ては、障害のある人の社会参加を容易にする
技術や身体機能の補完・強化技術等の開発を
進めることとしている。

（４）標準化の推進

より優れた福祉用具の開発・普及を推進す
るためには、安全性を含めた品質向上、互換
性の確保による生産の合理化、購入者への適
切な情報提供に資する観点から、客観的な評
価方法・基準の策定と標準化が不可欠であ
る。このため、次表の通り平成１６年度から２３
年度までに日本工業規格（JIS）を活用した
福祉用具の標準化を推進している。
また、補装具費支給制度においては、１６年

施策年度 施策内容
平成１６年度 介護保険法対象品目についての JIS 化調査開始
平成１７年度 在宅用電動介護用ベッド（JIST９２５４）【制定】

平成１８年度
手動車いす（JIST９２０１）【制定】
電動車いす（JIST９２０３）【制定】

平成１９年度
電動立上り補助いす（JIST９２５５）【制定】
家庭用段差解消機（JIST９２５２）【改正】

平成２０年度
移動・移乗支援用リフト関係５規格（JIST９２４１―１～５）【制定】
車いす用可搬形スロープ（JIST９２０７）【制定】
在宅用電動介護用ベッド（JIST９２５４）【改正】

平成２１年度
入浴用製品３規格（JIST９２５７～５９）【制定】
ハンドル形電動車いす（JIST９２０８）【制定】

平成２２年度
福祉用具－ポータブルトイレ（JIST９２６１）【制定】
福祉用具－和式洋式変換便座（JIST９２６２）【制定】
福祉関連機器用語［支援機器部門］（JIST０１０２）【改正】

平成２３年度
福祉用具－歩行補助具－歩行器（JIST９２６４）【制定】
福祉用具－歩行補助具－エルボークラッチ（JIST９２６６）【制定】

■図表１―７６ 福祉用具JIS の制定・改正状況
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に座位保持装置部品の認定基準を策定（１８年
度改訂）し、支給品の安全性の確保に活用し
ている。さらに、国際規格作成への貢献も積
極的に行っており、国際標準化機構（ISO）
の福祉用具技術委員会（ISO/TC１７３）や義
肢装具技術委員会（ISO/TC１６８）での活動
に参加している。２３年度には、TC１６８におい
て試験方法を担当しているWG３の大阪会議
を開催するとともに、福祉用具の分類と用語
（ISO９９９９）を担当している ISO/TC１７３／SC
２の幹事国を日本が引き受けており、東京会
議も開催している。
平成１３年１１月に、規格作成時における高齢
者・障害のある人への配慮事項を取りまとめ
た「ISO/IEC ガイド７１」が国際規格として
制定され、我が国も１５年６月に同ガイドを
JISZ８０７１として制定した。現在、これに基づ
き高齢者や障害のある人にも使いやすい設計
とするためのアクセシブル・デザインに関連
する JIS 規格の作成が進められており、２３年
度までに JISZ８０７１を含めて、３３規格を制定
している。また、国際規格作成への貢献も積
極的に行っており、国際標準化機構（ISO）
の包装技術委員会（ISO/TC１２２）や人間工
学技術委員会（ISO/TC１５９）での活動への
参加とともに、これら委員会への日中韓３カ
国による規格案の共同提案を行い、２３年度ま
でに５規格が国際規格として発行されてい
る。２１年度にはアクセシブル・デザインにつ
いて、より専門的かつ集中的な議論をするた
め、我が国からの提案によって福祉用具技術
委員会（ISO/TC１７３）に新たにアクセシブ
ル・デザイン分科会（SC７）が設立され、
２２年度には第１回東京会議が開催された。

７．サービスの質の向上

利用者に質の高いサービスを提供する取組
を継続的に行うための目安として、平成１２年
６月に「障害者・児施設のサービス共通評価

基準」を作成し、障害者・児施設等による自
己評価を実施した。また、翌年７月には前年
度の評価実績を踏まえて評価基準を見直す
等、自己評価の普及を図ってきた。
第三者評価事業については、事業の更なる
普及・促進を図るため、平成１６年５月に、福
祉サービス共通の第三者評価基準ガイドライ
ン、第三者評価事業推進体制等について示し
た指針を各都道府県に通知したところであ
り、これに伴い、１７年３月に、障害者・児施
設に関する各項目の判断基準等を各都道府県
に通知した。

８．専門職種の養成・確保

（１）福祉専門職

福祉専門職の養成確保については、「社会
福祉法」に基づき、社会福祉事業従事者等に
対する研修や無料職業紹介事業等を実施する
都道府県福祉人材センター及び社会福祉関係
職員の福利厚生の充実を図る福利厚生セン
ターが設置されるなど、総合的な社会福祉従
事者確保の対策が進められている。

ア 社会福祉士、介護福祉士
国民の福祉サービスに対する需要が多様
化・高度化してきたことから、昭和６２年５
月、「社会福祉士及び介護福祉士法」が制定
され、福祉・介護サービスが現場において着
実に定着してきた。
具体的には、身体上、精神上の障害等によ
り日常生活を営むのに支障がある人に対し
て、専門的知識及び技術を持って福祉に関す
る相談援助を行う社会福祉士については、資
格登録者数１４６，２２０人（平成２３年９月末）、専
門的知識及び技術を持って心身の状況に応じ
た介護や介護指導を行う介護福祉士について
は、資格登録者数９８４，４６６人（２３年９月末）
を数えることとなった。


